






























































































































































































































































具体的施策 内　容 担当省庁 備　考














あんしん歩行エリアの整備 事故抑止対策 国土交通省 
警察庁
安心・快適な道路交通環境の整
備
歩道・自転車道等の通行空間整備、
自転車駐車場整備、子どもの視点に
立った歩道の補修改善
国土交通省
都市公園のバリアフリー化等の
推進
公園内の段差の解消、安全確保＊ 国土交通省
河川空間のバリアフリー化の推
進
憩い楽しめる河川空間の創出とバリ
アフリー化＊
国土交通省
海岸保全施設のバリアフリー化 海辺に近づき身近に自然とふれあえ
るための海岸保全施設バリアフリー
化＊
国土交通省
農林水産省
歩車分離式信号の運用の推進 歩行者と車両の通行を時間的に分離
する信号制御の運用推進
警察庁
建築物における事故防止対策の
推進
建築物等の安全対策、こどもが安心
して利用できる環境整備
国土交通省
劇場等において、乳幼児同伴に
配慮した区画された観覧室の設
置の促進
劇場で周囲に気兼ねなく観覧できる
区画された観覧室設置推進
国土交通省
子育てバリアフリーの意識啓発
等の推進
子育てバリアフリーマップの作成・
配布、交通バリアフリー教室の開催
やボランティア普及、「心のバリア
フリー社会」実現
厚生労働省
国土交通省
輸送分野における子育て支援活
動の推進
タクシー事業者と子育て支援セン
ター等の連携でのＳＴＳの実証実験
国土交通省
育児にかかる製品の安全性の確
保
製品に関する事故情報の収集・調査
の実施
経済産業省
「少子化社会対策大綱に基づく重点施策の具体的実施計画について」をもとに筆者が作成。
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　この特徴としてはまず、建築物、交通面のみではなく、歩行空間、道路のみ
ならや河川や海岸にまで目を向け、これまでのハートビル法や交通バリアフ
リー法を適用しながらも子どもや子育て主体が動きうるまちのなかでの動線を
隅々まで想定している点であろう。さらに、表内河川で示したように、ハード
面の改善や新しい試みを目指しているにもかかわらず、「憩い楽しめる」「子ど
もが安心して利用できる」「周囲に気兼ねなく」といったソフト面：心理的側
面への配慮があってのハード面であることが示された点でも渡航朝敵である。
さらに、表内＊印については「妊婦、子ども及び子ども連れの人」が繰り返し
対象として示されており、子育て・子育ちの両面をもらさず、こうした点で、
子育てバリアフリーの展開は、ユニバーサルデザイン大綱よりもはやく、ハー
トビル法と交通バリアフリー法の不連続性や不十分さに気づいていたと言えよ
う。
　さらに子ども・子育ち応援プランにもとづく具体的行動計画として策定され
た時限立法である次世代支援対策推進法（２００３）における子ども環境への取り
組みとしては「子育てを支援する生活環境の整備」として以下の５つがあげら
れて調査、行動計画の立案が義務づけられている。
　・良質な住宅の確保
　・良好な居住環境の確保
　・安全な道路交通環境の整備
　・安心して外出できる環境の整備
　・安心安全まちづくりの推進など
　５）ユニバーサルデザイン大綱及びバリアフリー新法後
　この後の子育て支援施策としては、２００６年（平成１８年６月２０日）『新しい少
子化対策について』（少子化社会対策会議決定）において、新たな少子化対策
の視点として、社会全体の意識改革や各発達段階ごとの対策、働き方の改革、
国民運動の推進、安全対策等についてはふれられているものの、子育てバリア
フリーについての言及はない。さらに２００７年（平成１９年１２月２７日）『「子どもと
家族を応援する日本」重点戦略』（少子化社会対策会議決定）においても重点
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戦略として、仕事と生活の調和の推進、包括的次世代支援が挙げられているが
子育てバリアフリーの項目はない。特にこの重点戦略では、これまでの広範囲
な子育て支援策とその実施に対して「仕事と子育ての両立や家庭における子育
てを支える社会的基盤となる現物給付の実現に優先的に取り組む必要があり、
これを支える効果的な財政投入が必要」であり「結婚、出産、子育ての実現を
支える給付・サービス　現金給付と現物給付の適切な組み合わせによる対応」
であるとしより緊急性の高い事業への取り組みを専攻すべきであるとされてい
る。ユニバーサルデザイン大綱及びバリアフリー新法後の子育て支援施策に関
しては子育てバリアフリーについての項目は見あたらないことから、バリアフ
リー新法への統合と、子育てバリアフリーについての施策については一応の収
束であるとされたとも考えられる。
Ⅲ　総合的考察
　１）施策の成果に関する検討
　こうした施策は、有識者の知見や関係団体へのヒアリング等を経て策定され
ていることが多い。一方、具体的にどんな点で不便や不都合を感じているのか、
配慮に対して安心感を得ているのかに言及した研究は少ない。松井ら（２００８）
は事例的研究として、具体的にある市の場所を示し、アンケートとフィールド
調査によって駅や公園の不便さを検討している。こうした場所を限定した研究
からはまちづくりの改善点が指摘され、いくつかの工夫が示唆されるが、子育
て主体が抱く「（特定の場所ではないが外出をして）大変な思いをした」「子育
てをしていると外出が大変」という漠然とした不満に直結するかどうかは不明
である。またこうした物理的支援体制が整うことによって、子育て不安や困難
が軽減するかどうかについての研究もみあたらない。
　さらに、こうした施策によってまちづくりが変遷してきた事実を、子育て主
体が認知しているのかどうかという問題が残る。本論で論じたように、施策は
一応の収束を見せているとするならば、まちづくりにおいてはもう子育てバリ
アフリーに配慮する必要はないことになる。松井ら（前述）は、「子育て中の
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親が実際には利用できる設備があっても、見落とす場合があると考えられる」
とし、どのような情報を見落としやすいのかを明らかにし情報提供のあり方に
ついて検討している。子育てバリアフリーについての情報は、施策の中で何度
か取り上げられた点ではあるが、再度のそのあり方に注目し、検討する必要が
あろう。
　２）子育て期に特有の問題
　次に、施策の展開を追ううちに、高齢者や障害者等の持つ障壁と子育て主体
の持つ障壁には本質的な違いがあることにも気づかされた。
　つまり高齢者や障害者等の障壁（バリア）は恒常的なものであり、一方で、
子育てにおける移動の障壁（バリア）は一過性のものであるともいえる点であ
る。つまり、子育て時期の移動の大変さは子どもの成長に応じて解決する、恒
常的なバリアではなく発達移行に伴いのりこえられていくものと考えられてい
るのではないかという仮説が生まれてくる。
　子育て支援施策の中の子育てバリアフリーの考え方は、決してハードの問題
ではなく、「安心して子どもを生み育てる社会」であることが子育て主体ある
いは次世代に伝わるためのものであることは繰り返し強調されてきた。安心し
て子どもを生み育てる社会であることが伝わるには時間がかかり、またわかり
やすく伝える必要があろう。さらに、一過性のものであるからこそ、子育て主
体が子どもを連れて外出をすることの意味づけが問われるとも言えよう。
　また、モータリゼーション研究からの知見も興味深い。大型ショッピングセ
ンターやロードサイド型店舗の利用において高齢者を対象とした研究として、
杉田（２００３）らはモータリゼーションの発展のよって大型店舗が進出し、小規
模店舗の閉店に最寄りの店は遠くなり、買い物のために歩く距離は２０年間で６２
%も延長した群馬県渋川市の例を挙げている。これを子育て中の母親に着目し
た場合、自動車免許所持率や子育て主体がどのような交通手段を用いて外出を
しているのかの検討は数少なく、高齢者等との外出の意味と子育て期との特性
の違いが想定できる。
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Ⅳ　今後の課題
　本研究により、バリアフリーと子育てバリアフリー施策の流れを確認し、分
化と統合の方向性は確認できた。しかし、子育てバリアフリーの現状と今後の
ニーズ、子育ての特性に基づくあり方の検討については今後の課題であること
が確認された。
注）文中の法律、政策等については、主に国土交通省、厚生労働省、総務省そ
の他省庁の白書及び作成公開しているホームページを引用・参考資料とした。
建設省（１９９４）「生活福祉空間づくり大綱」平成７年度建設白書
国土交通省（１９９４）「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促
進に関する法律」（ハートビル法）平成７年度建設白書
国土交通省（２０００）「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の
促進に関する法律」（以下、交通バリアフリー法）平成１３年度国土交通白書
国土交通省（２００６）「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリア
フリー新法）；
　　http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/barrier-free.files/０１houritu.pdf
厚生労働省（２００２）「少子化対策プラスワン－少子化対策の一層の充実に関する提案－」
http://www.mhlw.go.jp/houdou/２００２/０９/h０９２０-１.html
厚生労働省（２００３）「少子化社会対策基本法」
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/shousika-honbun.html
厚生労働省（２００４）「少子化社会対策大綱（閣議決定）
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/shousika-daimou.pdf
厚生労働省少子化対策会議（２００４）「少子化社会対策大綱に基づく重点施策の具体的実
施計画について（子ども・子育て応援プラン）」
　　http://www.mhlw.go.jp/houdou/２００４/１２/h１２２４-4c.html
厚生労働省（２００３）「次世代支援対策推進法」
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/jisedai-suisinhou.pdf
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厚生労働省少子化社会対策会議（２００７）『「子どもと家族を応援する日本」重点戦略』
http://www.mhlw.go.jp/shingi/２００８/０３/dl/s０３１４-7d_０００２.pdf
引用文献
杉田聡（研究代表者）（２００３）「モータリゼーションによる都市変貌がもたらした高齢者
の生活実態についての研究」２００３ ～ ２００５年度科学研究費補助金研究成果報告書
松井剛太・岡花祈一郎・佐藤智恵・田中沙織・飯野祐樹・古賀琢也「子育てバリアフリー
を通した福祉のまちづくりに関する検討」『幼年教育研究年報』，第３０巻，１３１－１３８
参考文献
㈳日本造園学会（１９９５）「資料編１　ユニバーサルデザインへの流れ」『緑空間のユニバー
サルデザイン』学芸出版社
